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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

１．事業運営の基本方針

当社グループは、以下のとおり経営理念および経営方針を定め、実践しております。

（１）経営理念

　　当社は、設立以来、下記を経営理念としております。

　　『経営理念』

　　一. 我社は世の中の役に立つ独創的な「物」「方法」を創造し世の中に貢献する。

　　一. 我社は顧客の立場に立って「物」「方法」を創造し、より価値の高い物を、お客様に与え続ける。

　　一. 我社は正しい倫理の上に立ち、真面目な事業運営で永久繁栄を計る。

　　一. 我社に対し力を貸してくださっている方々に少しでも多くの利益をもたらし、共存共栄を計る。

　　一. 我社の社員は一丸となって努力し如何なる時代が来ようとも絶対につぶれる事のない強靭な体質を作り、事業の永久繁栄を計る。

　　一. 我社の社員はもっともっと人間性を高め社会的地位の向上を計ると共に財産の増強を計る。

（２）経営方針

　　当社は、国民の視点に立って、建設工事のあるべき姿として、「建設の五大原則」を掲げ、これを遵守した工法革命を提唱し、実践しておりま
す。

　　今後は、さらに、この原則を高次元で実現する「インプラント工法」により世界の建設を変えること、を経営方針として掲げております。

　　『経営方針』　インプラント工法で世界の建設を変える

　　「建設の五大原則」

　　環境性： 工事は環境に優しく、無公害であること

　　安全性： 工事は安全かつ快適で、工法自体が安全の原理に適合していること

　　急速性： 工事は最短の時間で完了すること

　　経済性： 工事は合理的で新奇性・発明性に富み、工費は安価であること

　　文化性： 工事は高い文化性を有し、完成物は文化的で芸術性に溢れていること

　　≪いかなる工事も環境性、安全性、急速性、経済性、文化性の五つの要件を調和のとれた正五角形で実現しなくてはならない≫

２．資本政策の基本方針

当社は、将来にわたって株主価値を高めるために持続的な社業の成長が必要と考えており、成長投資による事業拡大、株主に対する配当による
還元を資本政策の基本としております。

また、経営環境の変化に柔軟に対応し、株主価値向上に資する経営の諸施策を実行するため、必要に応じ自己株式の取得を行ってまいります。

３．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業価値の拡大を目的として経営環境の変化に的確かつ迅速に対応した経営を行うことが必要であると考え、コーポレート・ガバナンス
はそれを実現するための仕組みであると認識しその強化を図っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】政策保有株式

（１）政策保有株式に関する方針

当社は、取引先との安定的な協力関係の維持・強化の観点において、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資すると判断される
場合に、その取引先の株式を保有いたします。また、これらの株式については、その中長期的な経済合理性や将来の見通し等を踏まえてその保
有意義を検証し、取締役会にて確認しております。そのうえで、保有の適切性・合理性が認められない場合には売却あるいは縮減をいたします。

（２）政策保有株式に係る議決権の行使基準

議決権の行使にあたっては、個別の議案内容を精査し、当社と取引先の企業価値の向上に資するものか否かを判断し、議決権を行使しておりま
す。



【原則１－７】関連当事者間の取引

当社は、当社が役員や主要株主等と取引を行う場合、こうした取引が当社および株主共同の利益を害することのないよう、社内規程において取締
役会の決議事項とし、管理対象となる取引、決議の条件を定めるとともに、当該条件を満たすことについて取締役会に対して情報提供をすること、
社外取締役の意見を聴取すべきことを明示しております。

【補充原則２－４－1】女性・外国人・中途採用者の管理職への登用等多様性の確保

（１）多様性の確保について

当社は、女性・外国人・中途採用者を積極的に採用しており、管理職への登用についても、当社の定める一定水準を上回る優秀な人材は管理職
に登用する制度としております。

＜女性の管理職への登用等＞

当社は、ダイバーシティ&インクルージョンを重視し、多様な人材が個々の能力を活かせるよう長期的な視点での人材育成に取り組んでおります。

特に女性に関しては、出産・育児といったライフステージに応じたキャリア形成ができるよう職場環境を整備するとともに、女性管理職の育成・登用
に向けた教育を実施するなど、女性活躍推進にも力を入れております。

2023年12月１日現在、取締役 、監査役、執行役員に各１名の女性を選任しており、従業員の管理職全体に占める女性比率は9.2％です。当社は、

将来の管理職候補となる人材の確保を目的とし、新卒採用者に占める女性の割合を25％以上とする目標を設定し、採用活動を実施しておりま
す。なお、2023年４月入社の新卒採用者に占める女性の割合は25％となっております。

女性活躍推進に向けた取組みの一環として、2018年４月に女性社員を主体とした部門横断型プロジェクト「ポジティブ・アクションプロジェクト」を発
足し、「働きやすい職場づくり」「社員満足度の向上」「会社のブランド力向上」を基本方針として、複数のチームに分かれて活動しております。女性
社員がそれぞれの強みや視点を活かしながら、経営課題の解決に参画し、管理職に必要なマネジメント力を向上させることで、組織力全体の向上
に取り組んでおり、2021年には「令和３年度なでしこ銘柄」に選定されるなど、取組みが評価されております。

＜外国人の管理職への登用等＞

当社は、国際的な競争力を高め、グローバルに活躍できる優秀な人材を雇用するため、外国人の採用にも力を入れております。

留学生向けの企業説明会やインターンシップ、人材紹介会社などを通じてエンジニア職を採用しており、2023年12月1日現在、外国人の従業員は
９名で、そのうち外国人管理職は１名です。

新卒（第二新卒含む）採用実績では2017年６月の東証一部上場以降８名の外国人を採用しております。

＜中途採用者の管理職への登用等＞

当社は、若い世代を継続的に採用するとともに、若手を指導しつつ、即戦力として能力を発揮できる30～40歳代の中途採用も実施しております。

現在、管理職全体に占める中途採用者の管理職比率は20％です。

（２）多様性の確保に向けた人材育成方針と社内環境整備方針とその実施状況

当社は、管理職に対して人材の多様性を活かすためのマネジメント研修を段階的に行っております。

また、GIKENニューノーマル５つのレス「ペーパーレス・出張レス・社宅（転勤）レス・オフィスレス・通勤レス」を掲げ、働き方の多様化を推進しており
ます。

さらには、日々変化する社会情勢に適応しながら成長し続ける企業であるために、社員一人ひとりが能力を最大限に発揮し、自己実現できる働き
がいのある職場づくりと、豊かで健康的な生活を送ることができる環境の充実のため、ワークインライフの構築に向けグループ一体となって取り組
んでおります。

【原則２－６】企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付企業年金制度を採用しております。

この確定給付企業年金制度の積立金の管理および運用に関しては、社外の資産管理運用機関等と契約を締結しており、すべて一般勘定で運用
を委託しております。なお、外部機関による運用実績等については、総務・経理部門が定期的にモニタリングしており、年金受益者と当社間で利益
相反が生じないよう留意しております。

また、2022年9月より企業型確定拠出年金制度を導入し、同10月よりiDeCo（個人型確定拠出年金）との併用を可能としております。

導入時には従業員に対して制度内容に関する説明および運用商品の選定に関するオンライン研修を実施しました。

【原則３－１】情報開示の充実

＜経営計画＞

当社は、2021年10月に定めた中期経営計画（2022年８月期－2024年８月期）において次の１～２を基本戦略として掲げております。

１．インプラント工法の技術提案に特化したグローバル展開

２．付加価値の高い工法・製品を開発し社会にソリューションを提供

詳細は、当社ホームページ　株主・投資家情報　中期経営計画内に「2021年10月11日　中期経営計画（2022年８月期－2024年８月期）」として開示
しております。（https://www.giken.com/ja/wp-content/uploads/6289r0310_medium-term_management_plan_fv.pdf）

＜取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続＞

当該報告書「Ⅱ１．機関構成・組織運営等に係る事項」における【取締役報酬関係】に記載しております。

＜取締役等の選解任・指名を行うにあたっての方針と手続＞

当社では、取締役候補者は、当社の経営理念および経営方針の実現により永続的な企業価値の向上を図るために機動的な貢献ができる者を、
監査役候補者は、取締役の業務執行に対し客観的な立場において適切な判断を行い、意見を述べることができる者を指名すべきとしており、当社
規程において次の基準を設けております。

　１．職務を全うできる健康状態であること。

　２．優れた人格、倫理観、遵法意識を有していること。

　３．経営に関し客観的かつ論理的な分析能力と説明能力を有していること。

　４．当社の主たる事業分野において経営判断に支障が生じる利害関係がないこと。

　５．株式公開企業としての企業統治の観点からの行動言動が期待できること。

手続については、取締役会が必要に応じて候補者と面談等を行い、上記の基準に適合することを確認したうえで、指名・報酬委員会への諮問およ
び同委員会からの答申を得て、取締役会決議により候補者を指名することとしております。

取締役の解任提案については、次の解任基準を踏まえたうえで、取締役会において決定します。

　１．不正あるいは不当な行為があった時。

　２．適格性に欠けると認められる時。

　３．選任基準に定める資質が認められなくなった時。



＜経営陣幹部の個々の選解任・指名する際の説明＞

選任予定の取締役および監査役候補者の略歴ならびに選任理由、また解任予定の取締役および監査役の略歴ならびに解任理由につきまして
は、株主総会招集通知に記載することとしております。

【補充原則３－１－３】サステナビリティについての取組み等

(１)サステナビリティの取組み

当社は、「公害対処企業」として創業し、これまで、建設公害や気候変動がもたらす自然災害などの環境問題に対して、独自の環境配慮技術を事
業の核とし解決方法を提供してまいりました。工事全体のCO２排出を大きく減少できる「仮設レス施工」の提供、施工時のCO2排出ゼロを可能とす
る電動圧入システムの開発、激甚化する自然災害に粘り強く耐える「インプラント構造物」の構築など、圧入原理の優位性を核とする当社グループ
は、事業そのものが気候変動対策に貢献しており、その推進は公害対処企業として創業した当社にとって使命でもあります。

2022年10月には、重要な課題の一つと捉えていた当社グループに及ぶ気候変動に関連するリスク・収益機会の特定と自社の事業活動に与える
影響について、分析・検討し、TCFD提言に沿って開示しました。

TCFD提言への取組みについては、当社ホームページ サステナビリティ E（環境）に掲載しています。

（https://www.giken.com/ja/sustainability/tcfd/）

今後は2022年11月に立ち上げたサステナビリティ委員会による気候変動への対応を含む経営に関する重要な事項に対して、サステナビリティ視
点で提言および施策のフォローを行ってまいります。

(２)人的資本への投資

「GIKEN GOALS 2031」の達成に向け、３つの人材育成テーマ、「圧入市場を創造する人材」・「圧入業界を成長させる人材」・「経営・開発を支える

人材」を掲げ、経営戦略を実現する人材戦略の策定・実行の取組みを進めております。

人材やその働き方、価値観も多様化する中、社員個人の能力を最大限に引き出し、組織力を高めていくために、適材適所の配置や、自律的な
キャリア形成支援を行うタレントマネジメント、デジタル対応力の強化、グローバル対応力の強化などを中心に人材力の向上を図ってまいります。

また、社員のモチベーションを向上し、労働の質、生産性を高めるために、2023年３月には全社員の基本給を月額２万円引き上げるベースアップ
を行うなど、賃上げにも率先的に取り組んでいます。加えて、社員一人ひとりが豊かな人生を送ることができるようにワークインライフの実現に向け
た働き方改革にも注力し、「健康経営優良法人2023（大規模法人部門）」や「令和３年度なでしこ銘柄」にも認定されております。

今後も、さまざまな形で企業価値創造の源泉である「人的資本」に対する投資を行い、当社の持続的成長に繋げてまいります。

(３)知的財産等への投資

当社の知財部門では、開発部門と連携して開発の初期段階から発明の掘り起こしや先行調査を行い、グローバル展開を視野に入れた戦略的な
権利化・公知化・秘密化を推進しております。また、先行調査結果に基づき、他社権利を侵害しないよう努めております。そして、事業化段階にお
いては、名称やロゴを商標権で保護するとともに、適切な使用のためのガイドラインを策定し、知財面からもブランド化を推進しております。他社と
の共同開発においては、共同成果に基づく権利の保全に努めるとともに、秘密保持等の契約に基づき秘密情報を適切に管理してまいります。

【補充原則４－１－１】経営陣に対する委任の範囲

当社の取締役会は、法律および定款で定められた事項の他、経営方針および経営計画の決定、新規事業計画の策定および新製品の開発等そ
の他の重要事項の判断をすることとしており、決議事項、報告事項は取締役会規則に定めております。

意思決定および業務執行の迅速性を重視し、新工法開発、製品、圧入機械、圧入工法推進の各事業分野、グローバル戦略本部、管理本部、IR推
進室に担当の委任型執行役員または雇用型執行役員を選任し、取締役会で決定された事項に基づき、各事業分野等における施策を決定し、業
務を遂行しております。個別の業務執行にあたりましては、業務の内容、金額等により各職位の責任を明確に定めております。

【原則４－８】独立社外取締役の有効な活用

当社の取締役会は、独立社外取締役を全取締役７名の３分の１以上となる３名選任しており、独立社外取締役による客観的かつ独立的な立場か
らの意見を取り入れ、会社経営の監督を強化できる体制となっております。また、監査役会は、独立社外監査役１名を含む社外監査役２名、社内
監査役１名で構成されていることから独立社外役員は合計４名であり、取締役会における独立性を高めるとともに、独立社外取締役は監査役会に
も定期的に出席し、情報を共有することで連携を図っております。

【原則４－９】独立社外取締役の独立性判断基準および資質

当社の独立社外取締役は、会社法の要件を満たすことおよび東京証券取引所の定める有価証券上場規程の要件に該当しない者であること、さら
に次の要件のいずれにも該当しない者であることとしており、この要件は当社規程に明示しております。

　１． 当社株式の10％以上を保有する株主

　２． 当社グループ会社の役員または従業員

　３． 当社グループ会社との取引額がグループ連結売上の２％以上となる取引企業の役員または従業員

　４． 当社グループ会社と年間500万円を超える個人的な取引がある者

　５． 前４号に該当する２親等以内の親族がいる者

【補充原則４－10－１】任意の仕組みの活用

当社は、代表取締役、取締役の指名、報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、取締役会の下に任意の諮問
機関として「指名・報酬委員会」を設置しております。指名・報酬委員会は、取締役会の決議によって選任された独立社外取締役３名を含む４名の
取締役で構成しております。また、委員長は、独立社外取締役の中から委員会の決議によって選定しております。

指名・報酬委員会は、取締役会の諮問に応じて、以下の事項について審議をし、取締役会に対して助言・提言を行います。その際、委員の過半数
が出席し、その委員の過半数をもって決議するものとしております。

（１）指名に関する事項

　　　１．取締役の選任および解任に関する株主総会議案

　　　２．代表取締役社長（最高経営責任者）の選任および解任ならびにその後継者計画

　　　３．前号以外の代表取締役の選任および解任

　　　４．委任型執行役員の選任および解任

　　　５．独立役員の独立性の基準

　　　６．前各号を決議するために必要な基本方針、規則および手続等の制定、変更、廃止

　　　７．その他、前各号に関して本委員会が必要と認めた事項

（２）報酬に関する事項

　　　１．取締役および委任型執行役員の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針

　　　　　（固定報酬・業績連動報酬・自社株等報酬の構成割合含む。）

　　　２．取締役および委任型執行役員の個人別の報酬等の内容

　　　３．前２号を決議するために必要な基本方針、規則および手続等の制定、変更、廃止



　　　４．その他、取締役および委任型執行役員の報酬等に関して本委員会が必要と認めた事項

【補充原則４－11－１】取締役会全体としてのバランス、多様性、規模に関する考え方

当社の取締役等の選任・指名を行うにあたっての方針と手続は、原則３－１に記載のとおりです。

取締役会全体としてのバランス、多様性および規模に関する考え方は、経営に関する意思決定を行うために、ジェンダーや国際性、職歴、年齢の
面を含む多様性を確保しつつ適切な規模としていくこととしております。

このような考え方のもと、性別や年齢にとらわれず豊富な経験や専門性を有する者を選任しており、現時点で、取締役、監査役に各１名の女性を
選任、若い世代からの登用も図っております。また、事業展開や経営環境等を考慮し、豊富な経験を有する企業経営経験者などの様々な経歴を
持つ独立社外取締役を３名選任しております。さらに、監査役には少なくとも１名は、財務・会計に関する十分な知見を有する者を選任しておりま
す。

各取締役・監査役の有する専門的知識および経験については、スキル・マトリックスを作成し、当該報告書の最終頁に記載しております。

【補充原則４－１１－２】取締役・監査役が他の上場会社の役員を兼任する場合における兼任状況

当社取締役・監査役の他の上場会社役員などとの兼任数は、合理的な範囲にとどめられております。なお、当該報告書の更新日における当社取
締役の兼任状況は、当社のホームページ　株主・投資家情報　有価証券報告書「2023年８月期 有価証券報告書」に記載しております。（https://w

ww.giken.com/ja/wp-content/uploads/6289gkn202311_4q2023_financial_report_fv.pdf）

【補充原則４－１１－３】取締役会全体の実効性の分析・評価

当社の取締役会は、実効性を高め企業価値を向上させることを目的として、毎年、取締役会の実効性に関する分析・評価を実施することとしてお
ります。

2023年8月期の取締役会実効性評価結果の概要等は、次のとおりです。

1．分析・評価の方法

各取締役・監査役に取締役会の構成、運営、議題、支える体制についてアンケートを実施いたしました。アンケートの結果は担当取締役および社
外取締役による協議を経て、取締役会に結果の報告を行いました。

2．評価結果の概要

アンケートの結果、取締役会の運営、議題、支える体制に関する質問については、取締役・監査役より概ね適切であるとの回答がありました。一
方で、取締役会 の構成に関する質問では、人数については、取締役会をスリム化して意思決定を速める体制を構築すべきとの意見もありました。

3．今後の取組み課題

当社は、2023年11月28日付で委任型執行役員制度を導入いたしました。監督機能と執行機能を分離し、より一層経営判断のスピード向上を図る
ため、実運用体制を構築してまいります。

【補充原則４－１４－２】取締役・監査役のトレーニング方針

取締役および監査役に対するトレーニングは、着任前に以下の当社に関わる基本的情報を提供しております。

　１．当社の経営理念、経営方針、事業計画、組織等

　２．当社事業の事業概要（市場、製品等）、事業実績　

　３．当社の過去の株主総会および取締役会議事録に関する情報

　４．当社のコーポレートガバナンスに関する情報

また、市場動向や国内外の経済・社会問題等、必要に応じて社外研修への参加機会を与えております。

【原則５－１】株主との建設的な対話に関する方針

株主を含めた利害関係者に正確な情報を適切に開示し、株主との建設的な対話を促進するため、 IRを所管するIR推進室および総務部が、関係

機関と連携して、以下を実施することとしております。

　１．当社ホームページを活用し、株主および機関投資家を含むすべての利害関係者に対して公平かつ適時の情報提供を行う

　２．株主および機関投資家からの電話取材への対応、またはWeb会議・個別面談による説明会での対応を行う

　３．株主および機関投資家等との対話の内容を、必要に応じて取締役会で報告するとともに、社内で共有する

　４．株主および機関投資家からの質問に対する回答を、当社ホームページ活用等により、適切な方法で外部に対し情報発信する

なお、インサイダー情報に関しては、社内規程を定め情報管理を徹底しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

有限会社北村興産 6,001,306 21.28

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,308,600 8.18

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,619,500 5.74

株式会社四国銀行 1,060,616 3.76

株式会社技研製作所 977,118 3.46

株式会社高知銀行 793,338 2.81

北村　博美 649,392 2.30

北村　知佐子 648,429 2.29

北村　龍真 493,100 1.74

技研製作所従業員持株会 459,064 1.62



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

・大株主の状況は、2023年８月31日時点の情報に基づき、記載しております。

・株式会社四国銀行は、所有株式を合算して表示しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 8 月

業種 機械

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は、親会社や上場子会社を有しておりません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

岩黒　庄司 他の会社の出身者

久松　朋水 他の会社の出身者

岩城　孝章 その他 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

岩黒　庄司 ○

社外取締役の岩黒庄司氏は、コマツキャ
ステックス株式会社（2018年４月株式会社
小松製作所に吸収合併）にて、2010年より
４年間専務取締役を務めたのち、2014年
より３年間常勤監査役として勤務しており
ました。株式会社小松製作所は当社の取
引先であり、鋳鋼品を継続的に購入して
おりますが、その取引額は僅少であるた
め、独立性判断基準に照らして、株式会
社小松製作所は当社にとっての主要な取
引先には該当いたしません。

社外取締役の岩黒庄司氏は、国内外における
製造業での豊富な経験と実績を有していること
から、当社の成長と企業価値の向上への貢
献、業務執行に対する監督等、当社の社外取
締役としての職務を適切に果たしていただける
人物であります。

また、上記のa～kのいずれにも該当せず、一
般株主との利益相反を生じる恐れがないと判
断し、独立役員に指定します。

久松　朋水 ○ ―――

社外取締役の久松朋水氏は、企業経営者とし
て国内外における豊富な経験と実績を有して
おり、グローバルかつ客観的な立場から、当社
の成長と企業価値の向上への貢献、業務執行
に対する監督等、当社の社外取締役としての
職務を適切に果たしていただける人物でありま
す。

また、上記のa～kのいずれにも該当せず、一
般株主との利益相反を生じる恐れがないと判
断し、独立役員に指定します。

岩城　孝章 ○

社外取締役の岩城孝章氏は、高知空港ビ
ル株式会社にて、2021年６月より代表取
締役社長を務めております。当社は高知
空港ビル株式会社に広告宣伝費を継続
的に支払っておりますが、その額は僅少
であるため、独立性判断基準に照らして、
高知空港ビル株式会社は当社にとっての
主要な取引先には該当いたしません。

社外取締役の岩城孝章氏は、長年行政で培わ
れた豊富な経験により高い見識を有しており、
当社の成長と企業価値の向上への貢献、業務
執行に対する監督等、当社の社外取締役とし
ての職務を適切に果たしていただける人物で
あります。

また、上記のhに該当いたしますが、左記のと
おり取引額が僅少であるため、一般株主との
利益相反を生じる恐れがないと判断し、独立役
員に指定します。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社外取
締役

補足説明

当社の指名・報酬委員会は、指名委員会と報酬委員会の双方の機能を担っております。

2023年度は指名・報酬委員会を４回開催しております。

＜指名・報酬委員会メンバー＞（2023年11月28日以降）

委員長：社外取締役　　　　岩城　孝章

委　 員：代表取締役会長　森部慎之助

社外取締役　　　　岩黒　庄司

社外取締役　　　　久松　朋水

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役と会計監査人（有限責任あずさ監査法人）は、監査計画や重点監査項目に関する意見交換を通じて、効果的、網羅的な監査の実施を目指
しております。また、四半期レビュー結果報告会および期末監査結果報告会には、内部監査部門（内部監査室）も出席し、重要事項の確認および
意見交換を行うことで、3者間の連携を図っております。

監査役と内部監査部門（内部監査室）は、毎月開催している連携会議を通じて、相互に監査活動の報告や監査情報の交換を行うほか、合同で往
査を実施するなどして、緊密な連携を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

油野　昭彦 他の会社の出身者 ○

浪越　一郎 その他



※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

油野　昭彦 　

社外監査役の油野昭彦氏は、当社社外
監査役就任までは、当社と取引関係にあ
る株式会社四国銀行の業務執行者である
ため、独立役員として指定しておりませ
ん。なお、取引の規模、性質に照らして、
当社と株式会社四国銀行の間に、社外監
査役としての業務に影響を与えるような特
別な利害関係はございません。

社外監査役の油野昭彦氏は、金融に関する専
門知識と豊かな経験を活かして当社経営、業
務に対し客観的見地から適切な監査を実施い
ただけることから、当社の社外監査役としての
職務を適切に果たしていただける人物でありま
す。

浪越　一郎 ○ ―――

社外監査役の浪越一郎氏は、長年警察官とし
て培われた幅広い見識を活かして当社経営、
業務に対し客観的見地から適切な監査を実施
いただける人物であります。また、上記のa～m
のいずれにも該当せず、一般株主との利益相
反を生じる恐れがないと判断し、独立役員に指
定します。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

・業績連動報酬（金銭報酬）は、各事業年度に在任した取締役を支給対象とし、各事業年度の連結売上高および連結営業利益の目標値に対する
達成度合いに応じて算出された額を毎年、一定の時期に支給しております。

・当社取締役（社外取締役を除く。）、委任型執行役員、雇用型執行役員を対象に、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与える
とともに、株主との一層の価値共有を進めることを目的とし、譲渡制限付株式報酬を導入しております。

ストックオプションの付与対象者
社内取締役、社外取締役、社内監査役、社外監査役、従業員、子会社の取締役、子会社
の従業員

該当項目に関する補足説明

・ストックオプション制度を導入しておりますが、現時点においては、新たな新株予約権等の発行はございません。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書（2023年11月29日提出）に「報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額」として、下記の通り開示しております。

・氏名（役員区分）　：　北村　精男（取締役）

・会社区分　：　提出会社

・報酬等の総額（百万円）　：　127

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社では、取締役の報酬の決定方針については以下１～４の通りに定めております。

１.基本方針

　当社の取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と
連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、固定報
酬としての基本報酬（金銭報酬）、変動報酬としての業績連動報酬（金銭報酬）、非金銭報酬としての譲渡制限付株式報酬等により構成し、監督機
能を担う社外取締役については、その職務を踏まえ固定報酬として基本報酬のみを支払うこととする。

２.基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

　基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定し
毎月支払うものとする。

３.業績連動報酬（金銭報酬）の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

　業績連動報酬（金銭報酬）は、各事業年度に在任した取締役を支給対象とし、各事業年度の連結売上高および連結営業利益の目標値に対する
達成度合いに応じて算出された額を毎年、一定の時期に支給する。

４.非金銭報酬の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

　非金銭報酬は、各事業年度に在任した取締役を支給対象とし、当社の持続的な企業価値の向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主と



の一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式を付与する。具体的な付与数は、各取締役の役位、役割と責任を踏まえ決定し、毎
年11月の取締役会において取締役への譲渡制限付株式の付与を決議し、12月に１年分を一括して付与する。

なお、譲渡制限付株式は、以下の内容を含むものとする。

①譲渡制限および譲渡制限期間

取締役は、譲渡制限付株式について、付与日から当社の取締役その他当社取締役会で定める地位を退任する日までの間、譲渡、担保権の設定
その他の処分をしてはならない。

②無償取得事由

任期中の正当な理由によらない途中退任、法令または社内規則の違反その他譲渡制限付株式を無償取得することが相当であると当社の取締役
会で定める事由に該当した場合、当社は、付与した譲渡制限付株式を無償で取得する。

５.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については、株主総会において承認された報酬限度額の範囲内で、代表取締役社長が各取締役の基本報酬の額、業績連動
報酬の額、中長期インセンティブを目的とした非金銭報酬の額、ならびにそれらの割合について総合的に勘案し作成した原案を独立社外取締役
が過半数を占める指名・報酬委員会に諮問し、その答申を得たうえで、取締役会に付議し決定するものとする。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

専従スタッフはおりません。

社外取締役は非常勤ですが、取締役会事務局を担当する総務部より適宜経営情報の提供を行い、職務の執行をサポートしております。

社外監査役のうち１名は常勤監査役として勤務しており、収集した情報を毎月開催の監査役会における報告、または文書の送付により伝達してお
ります。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、会社の機関として、以下のとおり設置しております。

会社の機関の概要

【取締役会】

　取締役会は、社外取締役３名を含む取締役７名で構成され、毎月１回の定期開催と必要に応じた臨時開催により法令で定められた事項や経営
に関する重要な事項等の意思決定および監督を行っております。

【指名・報酬委員会】

　指名・報酬委員会は、独立社外取締役を委員長とし、独立社外取締役３名を含む取締役４名で構成され、定期的に開催し、代表取締役、 取締

役および委任型執行役員の指名、報酬等に係る事項を審議し、取締役会に助言・提言を行っております。

【経営会議】

　経営会議は、取締役および委任型執行役員で構成され、経営に関する重要事項を速やかに実行するために必要な予算計画等を検討し、その
成果を検証するため、定期的に開催しております。

【経営執行会議】

　経営執行会議は、ＣＥＯを議長とし、その他の委任型執行役員と雇用型執行役員で構成され、毎月１回開催し、業務執行の円滑な推進を目的と
して、取締役会への上程事項の審議、相互の業務執行報告を行います。

【サステナビリティ委員会】

　サステナビリティ委員会は、委任型執行役員を委員長とし、その他の委任型執行役員他で構成され、定期的に開催しております。当社グループ
のサステナビリティに関する方針や戦略の策定、施策の立案、目標に関する進捗管理および重要課題（マテリアリティ）の特定等について審議し、
重要な事項については取締役会へ上程しています。

【監査役会】

　監査役会は、社外監査役２名を含む３名で構成され、毎月１回の開催により、監査の方針や監査計画、その他監査に関する重要な事項につい
ての審議、意思決定を行っております。各監査役は取締役会等重要な会議に出席するほか、業務執行状況の監査を適宜実施しております。監査
役会には、社外取締役が定期的に出席し、情報共有、意見交換を行うことで連携を図っております。

【内部監査室】

　内部監査室では、内部統制の整備・運用状況に関する有効性の検証および、改善に向けた助言・提言を行うとともに、内部監査計画に基づき各
部門の活動全般にわたる業務監査を実施することで、事業活動の適法性、適正性の検証を行っております。

　監査役と内部監査室は、毎月定期的に会議を開催するなど連携を密にし、適正な監査の実施に努めております。

【外部監査】

当社の外部監査としては、会計監査人として有限責任あずさ監査法人と監査契約を締結し、通常の監査および内部統制に関わる事項を含めて、
適宜助言を得ております。

なお、当社の業務執行状況の体制、経営監視および内部統制の仕組みは別図のとおりであります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社の業務執行に対する監督機能の強化と透明性の向上のため、独立社外取締役３名を選任しております。また、独立社外監査役１名で構成さ
れる監査役会による監査の実施が経営監視機能として有効であると判断しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会の約３週間前に発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定 定時株主総会開催日は11月（８月決算）であり、集中日の回避が実現されております。

電磁的方法による議決権の行使 電磁的方法による議決権の行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

(株)ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームを利用しております。

招集通知（要約）の英文での提供 英文の招集通知を作成し、当社ホームページなどに掲載しております。

その他
当社ホームページに専用ページ（URL：https://www.giken.com/ja/ir/）を設け、株主総会
招集通知等を掲載しております。



２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
当社の業績の概要や主要な活動状況、今後の見通し等について説明する会と
いたしましては、定時株主総会のほか、電話会議等を活用して個人投資家の
希望に沿って随時開催しております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト、機関投資家向けに、定期的にスモールミーティングを開催している
ほか、決算説明動画を配信しております。

（https://www.giken.com/ja/ir/financial_statement/）
あり

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページに専用ページ（URL：https://www.giken.com/ja/ir/）を設け、

IRスケジュール、決算短信・決算説明資料、有価証券報告書、IRニュース、株
式の状況、株主総会等のテーマに分類し、適宜、IR情報を提供しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 当社IR推進室および総務部がIRを所管しております。

その他 施設見学を随時開催しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「経営理念」に規定しており、株主、地域住民、取引先、従業員等ステークホルダーとの良
好な関係を築き、健全な経営体質の維持と収益体質の強化、永続的な発展を目指してお
ります。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
当社は、建設業界、特に基礎分野における騒音および振動公害の一掃を志して創業した
企業であり、本業そのものが環境保全活動であります。



その他

【女性の活躍推進に向けた取組み】

当社は、ダイバーシティ&インクルージョンを重視し、多様な人材が個々の能力を活かせる
よう長期的な視点での人材育成に取り組んでおります。

特に女性に関しては、出産・育児といったライフステージに応じたキャリア形成ができるよう
職場環境を整備するとともに、女性管理職の育成・登用に向けて研修を実施するなど、女
性活躍推進にも力を入れております。

また、当社では 2018 年４月に女性社員を主体とした部門横断型プロジェクト「ポジティブ・

アクションプロジェクト」を発足し、「働きやすい職場づくり」「社員満足度の向上」「会社のブ
ランド力向上」を基本方針とし、複数のチームに分かれ活動しております。女性社員がそれ
ぞれの強みや視点を活かしながら、経営課題の解決に参画し、管理職に必要なマネジメン
ト力を向上させることで、組織力全体の向上に取り組んでおります。

このような取組みが評価され、女性活躍推進の取組みに優れた上場企業が選ばれる「令
和３年度なでしこ銘柄」に選定されました。

【仕事と育児の両立支援】

GIKENグループは、男性育休は、かけがえのないパートナーの心と体を守る施策であるこ
とを発信し、誰もが気兼ねなく育児休業を取得できる雰囲気づくりと、仕事と子育てを上手
に両立し、いきいきと働ける職場環境の整備を進めております。

社員と社員の家族も含めた皆の幸福度・満足度を高めることが企業発展の原動力になる
と捉え、育児休業取得の継続的な活動としての定着と誰もが輝ける職場環境づくりの更な
る推進に努めてまいります。

＜両立支援のための主な取組み＞

・ノー残業デーの設定と定時退社の促進

・積極的な有給休暇の取得を推進

・育児短時間勤務制度等両立支援制度の拡充と利用促進

・職場グループで「仕事と生活の調和」について学習

これまでも女性の育休取得率や復職率は100％でしたが、加えて男性の育児休業の取得
を推進しており、社員の意識改革に向けた全社員対象の育休説明会の実施や育児休業支
援金の創設（男女ともに３ヵ月以上の育休取得者に最大15万円支給）など積極的に取り組
んでおります。その結果、男性の育休取得率は2021年度より100％を達成しており、2022年
度の平均取得日数は100日を超えております。このような取組みが評価され、厚生労働省
による「イクメン企業アワード2020」にてグランプリを授賞、四国少子化対策推進委員会主
催の「令和３年度 女性活躍・子育て支援リーディング企業表彰」で最優秀賞を受賞しており

ます。また、2022年10月には新たな両立支援策として、時短勤務や子の看護、時間外労働
の制限などの対象を「小学校卒業」まで拡大し、2023年7月には育児休業支援金を大幅拡
充し、3カ月以上の取得者には月最大5万円を最長12カ月まで支給し、法令よりも先に行
く、より働きやすい環境にアップデートするべく取り組んでおります。

当社は「男性の育児参画」は、男女ともに社員、その家族、会社、そして、社会に好循環を
生み出すものと考え、このような考え方や取組みを社会全体へ発信することで、各所で男
性育休の取組みが広がり、女性活躍推進や少子化、多様性といった社会問題の解決につ
なげていくことも、リーディングカンパニーとしての責務と考えております。これまで（一社）
日本経済団体連合会主催の「男性の育児」推進セミナーや、内閣府子ども・子育て本部主
催の「子育て応援コンソーシアム」など、全国各地で16件の登壇を行い、雑誌や新聞等のメ
ディア掲載は32件以上にのぼっております。登壇には育休取得した男性社員も、自らの経
験を通しての育休の重要性、取得の意義を発信し参加者への理解浸透につながっており
ます。

これからも、育休取得を当たり前に、誰もがいきいきと働ける社会全体の好循環に貢献し
てまいります。

詳細は、当社ホームページ「ワークインライフ」内の「仕事と育児の両立支援」をご参照くだ
さい。

（https://https://www.giken.com/ja/sustainability/workinlife/childcare-support/）

【健康経営】

日々変化する社会情勢に適応しながら成長し続けるには、社員一人ひとりが健康で、いき
いきと仕事ができる職場作りが欠かせません。加えて、職場の生産性向上と社員のワーク
インライフ実現とをうまく両立させることも企業にとっては重要であると考えます。

GIKENグループでは、「健康経営宣言」と「健康経営理念」を掲げ、代表取締役社長が健康
経営責任者となり、健康経営推進責任者の指揮のもと、総務部を中心に、安全衛生委員
会や産業医、健康保険組合、健康経営プロジェクトチームと連携し、社員の健康保持増進
とワークインライフ実現に向け、様々な取組みを行っています。

＜健康経営宣言＞

「社員が心身ともに健康でベストパフォーマンスを発揮できる企業に」

＜健康経営理念＞

社員一人ひとりの健康意識の向上を目指します！

社員が元気に働くための職場環境の整備を推進します！

これまでの主な取組みは、感染症対策やテレワークの推進、社員のヘルスリテラシーの向
上のための、WEBセミナーの開催やメルマガでの情報提供、24時間対応可能な健康相談
窓口の設置、がん予防のeラーニングなど、GIKENグループの健康課題とその戦略を可視
化した「健康経営戦略マップ」に基づき施策を行っております。このような取組みが評価さ
れ、経済産業省および日本健康会議による「健康経営優良法人2023（大規模法人部門）」
に2年連続で認定され、また本年はグループ会社の技研施工も中小規模法人部門として認
定されました。

社員の心身の健康は、企業経営や個人のパフォーマンスの発揮、そして何より社員一人
ひとりの幸せの土台となります。当社グループは引き続き、会社の財産である社員が健や



かに働ける魅力的な企業を目指し、「健康経営戦略マップ」に基づき施策の効果検証を行
いながら、時流に沿った健康経営を推進していきます。

詳細は、当社ホームページ「ワークインライフ」内の「健康経営」をご参照ください。

（https://www.giken.com/ja/sustainability/workinlife/health_and_productivitymanagement/
）



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．内部統制システム構築の基本方針

当社は、以下のとおり内部統制システム構築の基本方針を定め、本方針に従って内部統制システムを適切に構築し運用しております。

（１）当社の取締役、執行役員および使用人ならびに当社子会社の取締役、執行役員および使用人の職務の執行が法令および定款に適合

　　 することを確保するための体制

　　　・当社の取締役、執行役員および使用人ならびに当社子会社の取締役、執行役員および使用人が、法令・定款および事業運営の基本

　　　　方針を遵守することを企業経営における重要事項と位置づけ、社内規程の整備やコンプライアンスに関する担当役員および担当部門

　　　　の決定、使用人に対する研修の実施等、コンプライアンス体制の構築、推進を図る。

　　　・当社の取締役、執行役員および使用人ならびに当社子会社の取締役、執行役員および使用人が、法令違反その他コンプライアンスに

　　　　関する重要な事実を発見した場合は、速やかに報告するものとし、当該報告を行ったことにより不利な取扱いを受けないことを含め、内

　　　　部報告体制を整備する。

　　　・財務報告に係る内部統制を整備・運用し虚偽記載の防止を図る。

　　　・監査役による監査に加え、内部監査室による内部監査により、定期的に事業活動の適法性、適正性の検証を行うとともに、内部統制

　　　　の評価を行う。

　　　・反社会的勢力との関係断絶および不当要求への明確な拒絶のための体制を構築し、推進する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　　・株主総会議事録、取締役会議事録、重要な意思決定に関する文書等（電磁的記録を含む。以下同じ。）その他取締役の職務執行に

　　　　係る重要な情報については、法令および社内規程により、適切に保存および管理を行う。

　　　・上記の文書等は、取締役および監査役が必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

（３）当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　・業務執行におけるリスクについては、社内規程等の整備・充実や、定められた危機管理対策本部および事務局体制の周知徹底などに

　　　　より、管理体制を構築し、その推進を図る。

　　　・当社および当社子会社の各部門は、それぞれの部門において予見されるリスクを特定し、発生の未然防止およびリスク発生時におけ

　　　　る影響の軽減等を図る。

（４）当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　・取締役会は、取締役会規則および細則に則り、経営に関する重要事項の決議を行うとともに、経営計画および各事業の進捗状況の

　　　　確認により、経営資源が効率的に運用されているかを検証するため、毎月1回取締役会を開催する。

　　　・経営に関する重要事項を速やかに実行するために必要な予算、計画等を検討し、その成果を検証するため、定期的に経営会議を開

　　　　催する。

　　　・取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程に則り、責任と権限を有する部門が迅速に

　　　　実施する。

　　　・各部門は、取締役会に対し、迅速かつ正確な情報を提供するため、定期的に報告を行う。

（５）当社および当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　　・子会社の業務執行については、定期的に当社取締役会において報告させる。

　　　・当社の取締役は、子会社の業務執行について、必要に応じて状況報告を求め、子会社の業務執行を監視・監督し、適宜、指導・助言

　　　　を行う。

　　　・子会社の業務執行のうち重要事項については、当社の決裁を受けることとし、内部牽制を働かせる。

　　　・当社の内部監査部門は、子会社における業務の適正性に関し、監査を実施する。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項および監査役の当該使用人に対する

　　 指示の実効性の確保に関する事項ならびに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　　・現在、専属の監査役スタッフは置いていないが、今後その必要性が生じた場合には、監査役の意向を踏まえて配置するものとする。

　　　・監査役スタッフを配置した場合に、当該スタッフが他部門の使用人を兼務する場合は、監査役から指示を受けたときには、その業務を

　　　　優先して従事するものとする。

　　　・当該スタッフの任命・異動等、人事に係る事項の決定には、監査役の意向を反映させるよう配慮し、取締役からの独立性を確保する。

（７）当社の取締役、執行役員および使用人ならびに当社子会社の取締役、執行役員および使用人が監査役に報告をするための体制その他

　　 の監査役への報告に関する体制

　　　・監査役は、重要事項の決議および業務の執行状況を把握するため、取締役会ならびに経営会議に出席し、報告を受けることができる。

　　　・当社の取締役、執行役員および使用人ならびに当社子会社の取締役、執行役員および使用人は、監査役が重要事項について報告を

　　　　求めた場合は、速やかに対応するものとする。

　　　・当社の取締役、執行役員および使用人ならびに当社子会社の取締役、執行役員および使用人は、監査役に直接報告を行うことができ

　　　　るものとし、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを受けないことを社内規程等において整備し、運用する。

（８）監査役の職務の執行について生ずる費用または償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用等の処理に関する事項

　　　・監査役がその職務の執行について必要な費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、速やかに当該費用または債務を処理する。

（９）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　・監査役会は、定期的に会計監査人と当社監査役および内部監査部門が意見交換をする機会を設ける。

　　　・監査役会は、必要に応じて会計監査人と当社取締役が意見交換をする機会を設ける。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係は一切持たないことを基本姿勢とし、次の内容を実施しております。

　・反社会的勢力からの被害を防止する体制として管理本部担当役員を責任者とし、総務担当部門を統括部門としております。

　・「高知県企業防衛連絡協議会」、「公益財団法人暴力追放高知県民センター」等の外部の専門機関に加入し、最新情報の収集および

　　反社会的勢力の排除に努めております。

　・反社会的勢力からの不当要求に対する予防措置として、統括部門において情報の収集および一元管理するとともに、マニュアルを充実

　　させていくなど体制整備を図っております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

現在は、当社の株主構成等に鑑みて特別の手立ては講じておりません。今後は、株主構成をはじめとする諸状況も勘案したうえで、株主および投
資家の利益が不当に損なわれることのないよう必要に応じて手立てを検討してまいります。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社の適時開示体制の概要は、以下のとおりです。

１．基本姿勢

金融商品取引法および関連法令ならびに証券取引所の定める規程等を順守し、重要な会社情報を適切に管理するとともに、適時適切な情報　　
開示に取り組んでおります。

２．会社の情報管理および開示に関する社内周知

内部者取引規制に係る重要事実については社内規程に明示して従業員に周知し、内部者取引の未然防止を図っております。

３．基本的な流れと社内体制

情報取扱責任者を管理本部の責任者とするとともに、重要な情報管理はIR担当部門（取締役会・経営会議事務局を兼ねる）である総務部が所管
し、そのうち決算に関する情報は経理部が所管しております。

決定事実および決算に関する情報については取締役会等において審議・決定のうえ、速やかに開示を行います。また、社内の関係部門の責任者
は、発生事実となる情報を把握した時点で総務部の責任者に報告、総務部および経理部において管理本部の責任者と協議をして開示の要否お
よび時期を検討し、必要に応じて取締役会等において審議・決定のうえ、速やかに開示を行います。

なお、開示の内容および体制の適正性については、監査役および内部監査室がモニタリングを行っております。

適時開示体制概要の模式図を、別図に示しております。



■ 適時開示体制の概要

東京証券取引所

関係部門
適時開示情報の報告／開示資料の作成・確認

付議／承認（報告）
モニタリング

モニタリング

開示

技研グループ取締役会・経営会議

情報取扱責任者（管理本部の責任者）

総務部（IR担当部門）
（取締役会事務局） 経理部適時開示情報の相互チェック

管理本部

決算に関する情報決定および発生事実等に関する情報

監査役

内部監査室

■ 業務執行の体制、経営監視および内部統制の仕組み

業務執行機能

監督機能

株主総会

選任・解任

内部監査室
連携

任命

取締役会

報告

内部監査
当社および当社子会社各部門

報告指示

サステナビリティ
委員会

諮問

助言・提言

指名・
報酬委員会

経営会議
報告・上程

選定・監督

会計監査人

選任・解任

会計監査監査

選任・解任

監査 連携

連携

監査役会

指示
報告

指示

報告

社長 CEO

委任型執行役員

執行役員

経営執行会議経営執行会議経営執行会議



■取締役・監査役の専⾨的知識および経験 

※上記は、各⼈の経験等を踏まえて、より専⾨性が発揮できる領域を記載しており、有する全ての知⾒を表すものではありません。 

⽒名 役職 企業経営 
技術研究 

開発 
営業 

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 

財務 
会計 

総務 
⼈事 

法務 
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 

森部 慎之助 代表取締役会⻑ ●  ●    ● 

⼤ 平   厚 代表取締役社⻑ 
Ｃ Ｅ Ｏ ●  ● ●    

前 ⽥  み か 取 締 役 
専 務 執 ⾏ 役 員 ●     ● ● 

森 野  有 晴 取 締 役 
専 務 執 ⾏ 役 員 ● ●    ● ● 

岩 ⿊  庄 司 独⽴社外取締役 ● ●  ●    

久 松  朋 ⽔ 独⽴社外取締役 ●  ● ●   ● 

岩 城  孝 章 独⽴社外取締役 ●  ●    ● 

油 野  昭 彦 常勤社外監査役     ● ●  

松 岡  さゆり 監 査 役      ● ● 

浪 越  ⼀ 郎 独⽴社外監査役      ● ● 


